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単 位 1971 1981(計画) 1980(実績) 実績率 (%)
G N P 10億ウォン 17,975
工 業 用 地 kd
高 速 道 路 l皿
国道舗装率 %
鉄道電鉄化 kn
市 内 電 話 千回線
用 水 供 給 百万m3/年
住 宅 千戸
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31)1991年度の地域総生産額 ｢( )は製造業生産額｣でみると,ソウル市は51兆ウォン (7.4兆ウォン),
京畿道は34兆ウォン (18兆ウォン),慶尚南道は23兆ウォン (12兆ウォン)であり,京畿道や慶尚南道
が製造業の比重が圧倒的に高い｡この地域は工業団地の多くある地域であり,大企業の工場の本社は,
ほとんどがソウルにあるので,この地域はたんなる生産の現場にしかすぎず,利潤の多くがソウルに流
れていると考えられる｡銀行預金107兆ウォンのうち,56兆ウォンがソウルでの銀行預金である｡また
京畿道や慶尚南道の財政力は豊かではない｡財政自立度 (歳入に対する地方税,税外収入などの独自財
源の比率)は,京畿道は75.6%で4位,慶尚南道は52.2%で8位である (韓国統計庁 『1993年版地域統
計年報』)｡財政制度も問題であるが,この事実は京畿道や慶尚南道が生産の現場に特化していることを
示している｡
32)それでは第一次国土総合開発計画では地域問題にどのように対処 しようとしていたのか｡第一次国土
総合開発計画では,わずか1ページに公害対策として次のように記述 している.
1960年代以降の工業化,都市化によって公害問題が深刻な社会問題として台頭しているので,先進工
業国の歴史的過ちを繰り返さないように十分な事前対策を講じなければならない,として次のような施
策を提言 している｡
1)産業公害の減少のために合理的な工業立地の選定と規制を強化する｡
2)大気汚染を防止するために,工場燃料の代替,大都市の都市ガス化を促進して必要な地域に公園緑地
を確保する｡
3)水質汚淘防止のために下水道を整備して,下水終末処理施設と工場廃水処理施設を近代化する｡
4)都心 ･工業地帯に対する騒音振動を防止するために,交通機関を規制して都市用途地域に遵反する不
適格工場を分散する｡
韓国の国土開発政策に関する考察(鄭) 89
5)農薬などの防虫剤使用によって作物や人体に与える公害を防止するために対策を講究する｡
6)公害発生原因者に対する費用分担制度を拡大する｡(『第一次国土総合開発計画』pp.80-1.)
このような項目がどの程度実行に移され,効果があったのかを本稿では全部述べることはできない｡
しかし韓国で公害環境問題は,現在でも主要な社会問題となっているように,1970年代以降も公害が全
国規模に拡散し,環境破壊が発生している｡
第一次経済開発5ケ年計画の主要事業であり,韓国最大のコンビナート地域である蔚山工業団地の公
害は,現在の韓国が抱えている環境問題の中でも主要な問題である｡この地域の公害環境問題研究はす
でにいくつか文献がある｡ここで指摘しておきたいことは,蔚山市では工業団地に工場が本格的に稼動
する1967年頃から大気汚染が発生し,農作物 ･漁獲量に被害をもたらし,健康被害も発生している｡ま
た蔚山工業団地に隣接する温山工業団地周辺の ｢温山病｣は,現在もその実態が明らかになってはいな
い｡この地域でも公害反対運動が組織されていったが,政府や自治体,工業団地立地企業はほとんど相
手にせず,農作物被害や漁獲高減少に対する若干の補償を与えるだけで公害反対運動を抑圧し,工業団
地を拡大してきた｡つい最近まで韓国政府は産業公害に対して放置し,地方自治体も環境政策には無力
であったことが蔚山工業団地の公害に関しても指摘できる｡
韓国のペダル環境クラブ『1993年韓国環境報告書』は韓国の環境政策を次のように評価している｡
1980年代までは環境よりも開発を優先させ,環境関連の制度が他のものよりも優位にあるとはいえない｡
1980年代末からの環境問題が世界的課題になるにつれて90年代に入って徐々に環境関連の制度が整備さ
れていっている段階である,としている｡
33)建設部前掲書.pp.200-1.
34)韓国政府 『第一次国土総合開発計画』.pp.75-6.
35)韓国政府 『第二次国土総合開発計画』.pp70.
36)同上書.pp.6-9.
37)同上書.pp.19-26.
38)建設部前掲書.p.344.
39)同上書.p.347.
40)韓国政府 『第二次国土総合開発計画』.
41)拙稿 ｢韓国の土地政策と地方自治｣大阪市立大学経営学会 『経営研究』第43巻第5･6号.1993年1月.
42)韓国政府 『第二次国土総合開発計画』.pp70-1.
43)金儀遠前掲書.pp785-6.
44)韓国政府 『第三次国土総合開発計画』.1992年.
45)渡辺利夫 『現代韓国経済分析一開発経済学とアジア』勤草書房.1982年.30-38ページ.
46)金泳鏑 ｢第三世界甲技術の従属と脱従属｣『経済評論』1986年7月号.
47)金丁虜 ｢韓国の蔚山･温山工業団地における多国籍企業の環境的側面｣『公害研究』
第21巻第1号.1991年7月.岩波書店.
